
特集  「質保証」から「質向上」へ

＊２ 授業改善専門職のネットワークとして、POD（The Professional and Organizational Development Network in Higher Education, USA）がある。
嶌田氏が参加した２０２４年の年次大会には600人以上が参加していたという　＊3 Diversity・Equity・Inclusion

学
の
課
題
だ
。
特
に
資
格
系
学
部
で
は

「
質
＝
資
格
試
験
合
格
率
」
と
な
り
が

ち
で
、他
学
部
と
視
点
が
合
い
に
く
い
。

合
格
や
就
職
の
成
否
だ
け
で
は
な
く
、

「
自
学
と
し
て
保
証
す
る
人
材
の
質
」

を
議
論
し
、共
有
す
る
こ
と
が
大
切
だ
。

そ
れ
が
あ
れ
ば
、
学
生
募
集
上
も
就
活

上
も
、自
学
の
優
位
性
を
高
め
ら
れ
る
。

　各
大
学
の
工
夫
か
ら
、
全
学
的
に
取

り
組
む
た
め
の
ポ
イ
ン
ト
を
５
つ
に
ま

と
め
た【
P.
21
図
表
２
】。学
内
の
意
識

を
統
一
す
る
「
共
通
化
」
は
、
時
間
を

か
け
た
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
土
台

に
、「
学
生
の
成
長
エ
ピ
ソ
ー
ド
を
共

有
す
る
」（
立
命
館
大
学
）、「
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
編
成
等
の
資
料
や
書
き
込
み
用
紙

を
全
学
で
統
一
す
る
」（
専
修
大
学
）

な
ど
の
方
法
を
加
え
る
と
効
果
的
だ
。

　認
証
評
価
受
審
時
に
の
み
質
保
証
を

呼
び
掛
け
る
大
学
も
あ
る
と
聞
く
が
、

取
り
組
み
を
通
常
業
務
に
落
と
し
込
む

「
日
常
化
」
で
実
質
化
を
図
り
た
い
。

教
育
目
標
や
Ｄ
Ｐ
、
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー

等
の
設
定
に
現
場
の
声
を
反
映
さ
せ
る

（
立
命
館
大
学
）
な
ど
、「
自
分
事
化
」

さ
せ
る
工
夫
も
大
切
だ
。
戸
板
女
子
短

期
大
学
は
、
学
修
成
果
の
目
標
設
定
や

測
定
方
法
の
議
論
に
一
般
教
員
が
参
加

で
き
る
機
会
を
多
数
設
け
、「
意
識
化
」

を
図
る
。
嶌
田
氏
は
、
構
成
員
を
決
定

プ
ロ
セ
ス
に
巻
き
込
む
「
参
画
化
」
が
、

現
場
で
の
質
向
上
に
つ
な
が
り
や
す
い

と
話
す
。

      「
認
証
評
価
対
応
」
だ
け
で
な
い
、

経
営
上
の
意
義
を
持
つ
こ
と
が
重
要
。

　「知
の
総
和
答
申
」
で
は
、「
今
後
は
、

一
人
一
人
の
学
生
が
密
度
の
濃
い
主
体

的
な
学
修
を
通
じ
て
『
卒
業
認
定
・
学

位
授
与
の
方
針
』
に
定
め
る
資
質
・
能

力
を
身
に
付
け
る
こ
と
、す
な
わ
ち『
出

口
に
お
け
る
質
保
証
』の
取
組
を
充
実
・

強
化
す
る
こ
と
」
を
求
め
て
い
る
。
し

か
し
、
そ
も
そ
も
日
本
の
大
学
は
卒
業

率
が
高
く
、
昨
今
は
新
卒
採
用
が
「
売

り
手
市
場
」
の
た
め
、
仮
に
質
保
証
が

不
十
分
で
も
学
生
は
就
職
で
き
る
現
状

が
あ
る
。「
認
証
評
価
で
適
合
認
定
を

得
た
り
、
設
置
認
可
や
補
助
金
に
申
請

し
た
り
す
る
た
め
」
以
外
に
、
大
学
が

今
以
上
に
質
に
取
り
組
む
意
義
は
何

か
。
本
特
集
で
の
取
材
先
に
、
各
大
学

な
り
の「
出
口
の
質
保
証
」の
定
義
と
併

せ
て
聞
い
て
み
た
と
こ
ろ
、「
社
会
的
信
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頼
の
獲
得
」「
地
域
・
企
業
か
ら
の
評

価
向
上
に
つ
な
が
る
経
営
的
基
盤
」
な

ど
、「
教
育
機
関
と
し
て
の
社
会
の
信

頼
を
得
る
た
め
」
と
い
う
点
が
共
通
す

る
【
図
表
１
】。
中
で
も
地
元
人
材
を

育
成
す
る
地
方
大
学
は
、
こ
の
信
頼
が

学
生
募
集
に
直
結
す
る
と
言
え
よ
う
。

ほ
か
に
「
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
教

育
資
源
の
配
分
」「
優
秀
な
ス
タ
ッ
フ

の
確
保
」
と
い
う
回
答
も
あ
り
、
ま
さ

に
質
保
証
は
経
営
の
基
盤
だ
。

　茨
城
大
学
で
質
保
証
に
携
わ
り
、
現

在
は
認
証
評
価
機
関
に
所
属
す
る
嶌
田

氏
（
P.
23
参
照
）
は
、「
出
口
の
質
保

証
と
は
、
学
生
が
社
会
で
活
躍
す
る
た

め
に
、『
自
学
が
学
生
に
ど
う
い
う
価

値
を
付
加
す
る
の
か
』
を
追
求
す
る
こ

と
」
で
あ
り
、デ
ー
タ
や
フ
ァ
ク
ト
は
、

学
外
と
の
、
あ
る
い
は
学
内
で
の
議
論

を
活
性
化
さ
せ
る
ツ
ー
ル
と
な
り
得
る

と
説
く
。
学
生
や
企
業
の
期
待
、
自
学

が
誇
れ
る
質
、
構
成
員
や
社
会
が
納
得

で
き
る
質
の
表
し
方
を
追
求
す
る
過
程

こ
そ
が
、
教
育
力
や
存
在
価
値
を
高
め

る
。
そ
の
た
め
に
も
、「
認
証
評
価
の

た
め
」
だ
け
で
な
い
、
自
学
と
し
て
の

「
出
口
の
質
」
の
定
義
と
、
意
義
・
目

的
を
持
ち
た
い
。
そ
れ
が
構
成
員
に
共

有
さ
れ
て
こ
そ
、「
み
ん
な
で
質
向
上

に
取
り
組
む
」
体
制
が
で
き
よ
う
。

       

自
学
が
学
生
を
ど
う
成
長
さ
せ
る

の
か
、
時
間
を
か
け
て
話
し
合
い
、
全

構
成
員
を
巻
き
込
も
う
。

　例え
ば
文
科
省
が
掲
げ
る

　

 

   ＊1

　
「
教
学
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
指
針
」
は
、
大
学
教
員
の

５
割
が
「
聞
い
た
こ
と
が
な
い
」「
よ
く

知
ら
な
い
」
状
態
だ
。
皆
に
政
策
が
浸

透
し
て
い
な
く
て
も
不
思
議
は
な
い

が
、
教
育
や
研
究
を
誠
実
に
行
お
う
と

す
れ
ば
、
必
然
的
に
質
保
証
に
向
き
合

う
こ
と
に
な
る
。意
識
せ
ず
と
も
取
り

組
ん
で
い
る
現
場
は
あ
り
、
既
存
業
務

を
質
保
証
の
枠
組
み
に
当
て
は
め
る
だ

け
で
済
む
こ
と
も
あ
る
。
と
は
い
え
多

く
の
場
合
、
全
学
で
取
り
組
む
に
は
、

質
保
証
の
概
念
、
し
く
み
を
現
場
に
浸

透
さ
せ
る
努
力
が
必
要
だ
。
ト
ッ
プ
ダ

ウ
ン
で
急
速
に
進
め
る
と
現
場
か
ら
は

反
発
が
出
や
す
い
た
め
、
対
話
と
実
践

を
繰
り
返
し
、
じ
っ
く
り
進
め
た
い
。

　学
部
間
の
足
並
み
の
差
は
多
く
の
大

      

実
践
を
通
じ
て
学
内
人
材
を
育

て
、
複
数
人
で
分
担
し
て
み
よ
う
。

　専
門
人
材
を
迎
え
入
れ
た
く
て
も
、

人
件
費
増
加
の
問
題
や
、
そ
も
そ
も
採

用
候
補
者
す
ら
見
つ
か
り
に
く
い
状
況

も
あ
る
。「
例
え
ば 
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ア
メ
リ
カ
で
は
、

Ｉ
Ｒ
や
授
業
改
善
、
学
修
成
果
の
評
価

を
担
う
専
門
職
層
が
厚
く
、
多
く
の
大

学
で
活
躍
し
て
い
る
が
、
日
本
で
は
専

門
人
材
は
ま
だ
限
ら
れ
て
い
る
」（
嶌

田
氏
）。
結
果
的
に
学
内
の
教
職
員
が

担
う
こ
と
に
な
る
。
取
材
大
学
に
も
、

学
内
人
材
を
活
用
・
育
成
し
て
い
る
大

学
が
多
い【
図
表
３
】。
立
命
館
大
学
は
、

「
今
い
る
教
職
員
が
学
ん
で
実
践
す
る

中
で
知
見
を
深
め
て
い
く
〝
実
践
を
通

じ
た
育
成
〞
が
、
持
続
可
能
な
質
保
証

体
制
構
築
の
鍵
」
だ
と
述
べ
て
い
る
。

　【図
表
４
】
は
嶌
田
氏
が
挙
げ
る
質

保
証
人
材
の
要
件
だ
が
、
こ
れ
を
１
人

が
全
て
担
う
必
要
は
な
い
。
む
し
ろ
、

特
定
の
個
人
に
依
存
し
て
い
る
場
合
は

要
注
意
。
当
人
が
転
職
す
る
と
質
保
証

が
成
り
立
た
な
く
な
る
こ
と
も
あ
る
か

ら
だ
。「
同
じ
能
力
の
後
継
者
を
育
て

た
り
雇
っ
た
り
す
る
の
は
ハ
ー
ド
ル
が

高
い
。
そ
の
人
の
業
務
や
能
力
を
細
分

化
し
、
み
ん
な
で
分
担
す
る
〝
チ
ー
ム

質
保
証
〞
体
制
を
つ
く
る
の
が
よ
い
の

で
は
な
い
か
」（
嶌
田
氏
）。

A

【図表4】質保証人材に必要な要素

＊嶌田氏ら作成「大学評価と教育の内部質保証のボトルネック解消のための人材育成について」日本高等教育学会第28回大会発表資料より（2025年）。一部Between編集部にて加工  

要素 必要な知識・技能

【図表3】各大学の質保証人材事情 

＊取材を基にBetween編集部にてまとめ 

学内の担当者が学びながら取り組み中。質保証や教学マネジメントの専門スタッフの採用を検討したこともあったが、新カリキュラムに必要な人材の
採用を優先した。専門家はいないため、業務として担当になった教職員が各自で外部の研修も活用しつつ学び、議論しながら手探りで進めている。

経験豊富な職員を採用している。通常業務や提案・報告でのこまめなやり取りを通して次世代の育成も行っている。企業出身の職員や実務家教
員が多く、教職員に目標や結果等に関する数値的視点があることが、質保証の意識醸成に関係していると考えられる。

既存の教職員の中から関心と適性を持つ人材を見いだし、段階的に育成するしくみを整えている。加えて、教職協働で学修成果に関する調査設
計・分析・活用を行い、実践を通じて職員の専門性を高める場の構築を進めている。

高等教育を専門とする教員がいないため苦慮している。現状は、内部質保証を担う会議体の下に３つのポリシー検証等を目的とするワーキンググ
ループを設置し、そのメンバーである教職員を中心に質保証政策を取り扱っている。

共愛学園
前橋国際大学

戸板女子短期
大学

立命館大学

専修大学

目的・目標 組織目標の理解＋ミッションビジョンの理解

評価の枠組みの設計 大学評価（現状把握）・計画進行管理

情報マネジメント IR機能、情報流通のしくみの設計と運用

FD展開 組織的課題をFD/SDで解決

しくみの点検 質保証システムの点検と改善

学内におけるデータの所在、流通状況を把握・管理し、必要な情報を必要なときに必要な方に
必要なだけ提供できる。

組織的課題について、その解決のために、FD/SDを設計し実施できる。

教職員の意識改革 質への意識 場ときっかけとコンテンツの提供により、データの「弱い活用（データを基にした議論）」を設計する。

システムの問題点について定期的に確認し、不断の改善を提案し続けることができる。

計画立案手法および進行管理手法（ロジックモデル、指標妥当性検証等）を用いて
意思決定者を支援できる。

組織目標を検討、共有のための仕掛けを把握し、そのために必要な測定方法、
達成条件の設定方法、議論の仕方・まとめ方について意思決定者を支援できる。

組織運営 組織論、
コミュニケーション力（コーディネート力）

政策・法令・社会ニーズ 高等教育政策の流れ、社会情勢、学内での
これまでの取組、教務（学則、設置基準）

人材運用 教員評価だけでなくDEI＊3等の話題も把握

学内の誰にどのように働きかければ、どこが動くのかを把握し、学内で十分な議論と
円滑な合意形成を支援することができる（仕掛け方、手続き論）。

高等教育政策の流れ、社会のニーズ、学内でのこれまでの取組、大学設置基準や学則等を
適切に把握した上で、必要な助言を行うことができる。

教職員などのリソース把握や活性化のための手法の知識があり（教員評価等の運用）、
加えて、DEIなどの全世界的な流れにも対応できる。

Q.

学
内
に
質
保
証
の
専
門

家
が
い
な
い
。

質保証人材不足解決の鍵は、
「みんなで質保証」と課題に合った研修
嶌田 敏行

̶̶日本の大学における、質保証の課題は？
　大きくは２点、質保証に向けた動機づけの弱さと、人材不足で
す。前者は、大学が自律的に取り組むことに対して、十分なインセ
ンティブが働いていない現状があります。自己点検・評価の義務化
は1999年、認証評価制度は2004年に始まりましたが、卒業率や
就職率は、この30年以上、ほぼ高水準で推移しており、質保証の
有無で結果が大きく変わるという実感を持ちにくい構造になってい
ます。一定の制度的な誘導や成果の可視化は重要ですが、現状
ではそうしたしくみが十分に整っているとは言えません。大学が教
育の質に本格的に向き合う必然性を感じにくい面もあります。
　海外の質保証関係者と話すと、「国力の強化」「社会的責任」
といった明確な目的意識をもって質保証に取り組んでいることが
わかります。一方、日本では、不適合となっても運営が継続できるな
ど、制度上の制約が緩やかなため、質保証の必要性が大学にとっ
て自明なものになりにくい状況です。過去の複数の答申には、大
学が質保証に取り組む意義が明記されてはいますが、それが学内
で十分に理解・共有されなければ、大学にとっては「自分事」には
ならず、形式を整えるだけで終わってしまうでしょう。
　わが国の高等教育政策は、最低限の基準を設け、全大学を底
上げするアプローチを基本としています。そのため、要件をぎりぎり
で満たした場合と、高い水準を達成した場合とで、得られるメリット
に差が見えにくいという課題があります。大学がその役割を高いレ
ベルで果たした際は、より評価される制度を検討する必要はあるの
かもしれません。各大学においては、自学にとっての質保証に取り
組むメリットを言語化し、学内に共有するといいでしょう。少なくとも
「義務だから」という姿勢から脱却し、「地域の人材育成機関として
の責務」「教育の質を一段高めるため」「学修成果等のデータを
学生募集や就職支援に活用」など、構成員が納得できる目的を掲
げるのです。加えて、そうした目的に沿った取り組みにこそ、学内の
資源や予算が優先的に配分されるべきでしょう。

̶̶もう一つの課題、質保証人材不足への打ち手は？
　日本では、ＦＤやＩＲで専門性を持つ人材がまだ限られています。
かつて私は専門職が豊富な米国にならい、質保証をマネジメントす
る副学長クラスに対して専門的な研修を提供できれば、課題解決
につながると考えていました。しかし実際には、副学長一人で担え
る範囲には限界があり、学内の教職員との連携が不可欠です。学
生データの所在を把握・整理するにはＩＲ担当者や教務系の教職
員の力が必要ですし、各学部のキーパーソンにメッセージを届ける
には、現場に精通した教職員、学部の委員や事務スタッフなどの

調整力が重要になります。そこで私は、１人のスペシャリストが担う
のではなく、質保証に必要な業務を適切に分担し、関係者全体で
協働する体制がより有効ではないかと考えるようになりました【右
図表４】。つまり、質保証の旗振り役のアシスト人材を増やすので
す。関わる人が増えれば、質保証への関心が高まり、メリットや意
義を実感する人も増え、取り組みが実質化しやすくなります。
　日本の大学教員の多くは教育には熱心で、学生の成長に無関
心な人はほとんどいないと思います。しかし、質保証の目的やしくみ
が明示されていないと、個々で工夫して教育改善をしていても、そ
れらが連携した動きにはなりづらいのが現状です。逆にいえば、共
通の方向性や目的意識が共有されれば、現場の教員が自発的に
改善活動を進めていく可能性は高いと感じています。したがって、
アシスト人材を含めた質保証担当者にとって、教員が興味を示す
データづくりや、それを話し合う場をセッティングする能力はとりわけ
重要です。プロデューサーやモチベーターのような“仕掛け人”人
材は、もっと重視されてもいいのではないでしょうか。

̶̶評価機関としての今後の取り組みは？
　評価機関は、各大学を「審査」する立場であると同時に、質保
証に関わる人材を「育成」する立場でもあると考えています。学長
を含む多くの教職員の方々に評価委員として認証評価に参加い
ただくことで、さまざまな知見を得て、それを自学の運営に還元して
もらうことを期待しています。加えて、各大学から出向している職員
にも、評価業務を通じて、大学の現状を正確に捉える力を養っても
らいたいと考えています。とはいえ、こうした人材育成機能について
はまだ改善の余地があり、特に、出向者が本務に戻った際に、すぐ
に活用できる知識やスキルの提供には課題が残っているのが実
情です。大学にとって魅力ある「委員としての兼業先」「出向先」と
して認知されるよう、われわれもさらなる努力が必要です。
　評価機関はその性質上、評価の公正さを確保するため、受審
大学のノウハウを蓄積していても、それらを十分に活用できる形で
は提供してこなかった面もあります。片や、アメリカでは、質保証機
関と大学関係者が教育の質をテーマに頻繁に会合を開き、相互
に学び合う文化がある印象です。今後は、日本においても、評価
機関が質保証や質向上に伴走する存在であることを、より強く意
識していく必要があると考えています。当機構では、すでに質保証
業務担当者に向けた育成セミナーを年数回開催していますが、今
後は大学関係者と率直に意見交換できるような場も、さらに増や
すことを検討中です。評価者でもあると同時に、「パートナー」と呼
ばれる存在をめざして取り組んでいきます。

しまだとしゆき●2003年金沢大学大学院自然科学研究科地球環境科学専攻単位取得退学。同年茨城大学総務部に着任。
2014年同大学大学戦略・IR室助教。2021年同大学全学教育機構総合教育企画部門教授。点検・評価、IR、IT化等の業務を担当。2023年より現職。

（独）大学改革支援・学位授与機構研究開発部教授
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